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令和６年度介護給付費算定に係る体制等に関する届出について 

 

   日頃より、東京都の高齢者福祉施策に御協力いただき感謝申し上げます。 

令和６年度介護報酬改定に伴い、新設又は算定要件の変更等のあった加算項目のうち届出が必要な 

加算については、「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」及び添付書類を東京都へ御提出い 

ただく必要があります。 

届出書の様式等は、下記の東京都福祉局ホームページに掲載しておりますので、各施設におかれまし 

ては、介護報酬改定の内容を御確認いただき、届出が必要な場合には、期限までに御提出いただきます 

ようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 令和６年４月適用開始の届出に係る提出期限 

令和６年４月１５日（月曜日）まで ※必着 

※令和６年５月以降適用の届出に係る提出期限は、通常どおり、原則、加算算定開始月の前月末日まで

（届出受理日が月の初日である場合は、当該月から算定します。） 

※介護職員処遇改善加算等（令和６年６月からの介護職員等処遇改善加算を含む。）に関する届出は、令

和６年３月２１日付事務連絡「令和６年度介護職員等処遇改善加算等の計画書・加算届の受付開始に

ついて」を御参照ください。 

○東京都福祉局ホームページ（届出書様式掲載場所） 

https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/shisetu/tokuyou/yousiki.html 

２ 令和６年度介護報酬改定について 

以下の厚生労働省ホームページを御参照ください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html 

 

３ 問合せ先 

  〒163-8001 新宿区西新宿二丁目８番１号 

  東京都 福祉局 高齢者施策推進部 施設支援課 施設運営担当（特養担当） 

  問合せフォーム 

https://80ca9d38.form.kintoneapp.com/public/6dea9116994d5b3231f3e527f48e8c92538ce0077be778c3f74

d5d05f224f025 

https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/shisetu/tokuyou/yousiki.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html
https://80ca9d38.form.kintoneapp.com/public/6dea9116994d5b3231f3e527f48e8c92538ce0077be778c3f74d5d05f224f025
https://80ca9d38.form.kintoneapp.com/public/6dea9116994d5b3231f3e527f48e8c92538ce0077be778c3f74d5d05f224f025


 

 



 

 

●高齢者虐待防止未実施減算に関する整理表 

要件 

①虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともにその結果につ

いて、従業者に周知徹底を図ること 

②虐待の防止のための指針を整備すること 

③従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること 

④上記の措置を適切に実施するための担当者を行うこと 

※上記「虐待の防止のための措置に関する事項」については、運営規程に定めること。 

令和６年４月時点で、①～④の全てを実施済（①、③の実施スケジュ

ール等策定済みを含む）➡減算対象外 

左記以外の場合

➡減算の対象 

対応 令和６年４月適用で「基準型」として届出が必要 

届出の必要なし 

（ただし、報酬請求

に当たって減算を

適用すること。） 

 

 

●業務継続計画未策定減算に関する整理表 

要件 

感染症及び災

害の業務継続

計画（ＢＣＰ） 

両方を策定済 

➡減算対象外 

感染症及び災害の業務継続計画（ＢＣＰ） 

いずれかのみ策定済 もしくは 両方未策定 

・感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備 

・非常災害に関する具体的計画の策定 

の両方を対応済の場合 

➡令和７年３月３１日までは減算の対象外 

左記以外の場合

➡減算の対象 

対応 

令和６年４月

適用で「基準

型」として 

届出が必要 

令和６年４月適用で「基準型」として届出が必要 

※令和７年３月３１日までに業務継続計画を未策定の場合は、

令和７年４月適用で「減算型」の届出が別途必要 

届出の必要なし 

（ただし、報酬請求

に当たって減算を

適用すること。） 

 


